
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度当初予算令和02 通常 令和02 02 12
0404010205 ＩＣＴによる便利な暮らしの実現と地域の活性化

01 ＩＣＴ利活用による県民生活の利便性向上デジタルガバメント総合推進事業
利便性の高い行政サービスの提供02

企画振興部 情報企画課 調整・地域情報化班 4271 菊地　智英 畠山　隼輔

令和02 令和99

　行政手続オンライン化法改正や働き方改革の推進等に対応し、県民サービスの利便性向上と庁内業 　行政のデジタル化を総合的に推進することで、県民サービスの利便性が向上されるほか、庁内業務
務の効率化等を図るため、ＩＣＴ技術の活用を強化し、行政の総合的なデジタル化を加速する必要が が効率化される。
ある。

● ○

県

県庁内各課、市町村

□ □ 00

　行政の業務改革を行うためのデジタル化や情報セキュリティに関する職員意識の向上を図る研修の
□ □ □ □ 実施、電子決裁システムの更新に伴う次期システム等の構築に向けた調査・検討、ＲＰＡやＡＩ等の

□ 新たなＩＣＴ技術を活用した庁内業務効率化の推進、県全体のシステム経費の更なる縮減を図るため
のサーバ統合基盤機器増設、自治体クラウド導入の支援

・令和元年１２月２０日に国が改訂した「デジタル・ガバメント実行計画」の地方公共団体におけるデジタル・ガバメント
推進のために取り組む事項と手段が一致していることから、有効であると考える。

　庁内業務効率化は県庁内の業務に係る取組であり、住民ニーズを把握する必
要がないことによる。

　県民向けサービスについては、ニーズを把握する手法について今後検討して
いく。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

行政のデジタル化等推進事業 行政の業務改革を行うためのデジタル化に対応した業務分析手法や、各種行政情報デジタ
01 ルデータの庁内外への公開等について、職員に研修を行う。         576         576         576         576        576         576             0

電子決裁システム等再構築事業 職員の服務・福利厚生等で利用している電子決裁システムの更新に伴う次期システム等の
03

構築に向けて、求められる機能、他の業務システムへの活用等の調査・検討を行う。      12,087      12,087           0     12,087           0           0             0

庁内業務効率化推進事業 あらゆるアプリケーション操作を記録して自動化する仕組み（ＲＰＡによる業務自動化）
04 、議事録作成ソフト、問い合わせ対応支援システムを導入し、庁内業務を効率化する。

            0     11,609      11,609      11,609      11,609      11,609     11,609

システム経費削減推進事業 庁内の各種情報システムのハードウェアを集約しているサーバ統合基盤に、新たなシステ
05 ムを受け入れるための機器増設を行い、県全体のシステム経費の更なる縮減を図る。

          0             0      6,088           0           0           0          0

自治体クラウド推進事業 自治体クラウド導入を本格的に検討するための推進体制の立ち上げについて、調整等の支06
援を行う。推進体制構築後には、導入計画策定等について、引き続き支援を行う。

            0        317         317         317        317         317         317

情報セキュリティ対策事業 巧妙化する標的型攻撃等に対する最新のセキュリティ対策方法について、各課の情報化リ
07

ーダー等向けに研修を行う。             0        269        269         269        269         269         269

            0     30,946      24,858      12,771      12,771     12,771     24,858

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

     24,858      24,858      12,771      12,771      12,771             0     30,946



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

庁内業務の効率化

新たなＩＣＴ技術の導入により効率化された業務の件数

○新たなＩＣＴ技術の導入により効率化された業務の件数（件（累計））

●

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
        10        15                                                              6

         3          

                    情報企画課調べ

                    

● ○ ○0 3

●
○

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
                                                                                   

                    

                    

                    

● 0 0 ○ ○

　行政手続オンライン化法改正や働き方改革の推進等に対応し、県民サービスの利便性向
上と庁内業務の効率化等を図るため、ＩＣＴ技術の活用を強化し、行政の総合的なデジタ
ル化を加速する必要がある。

　県民サービスの利便性を向上させるためには、必要な取組である。

■□ □
□

県の行政手続をデジタル化するため、県が取り組む必要がある。

○ ○


